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C O N T E N T S



これまでも、大津市企業局では、ガス事業会計が保有する資金の有効活用策につい
て検討してきた。令和６年度に具体的な調査研究を行い、その結果、「基金の設立と
同基金の運用益の最適な配分」に取り組むこととなった

今般策定した中長期経営計画（経営戦略）（令和６年度改訂版）においても、「公
共の福祉の増進に寄与するために、運用により獲得した収益の一部を他事業会計へ配
分するなどの方策を検討していきます」としており、本有効活用策の実現に向け、検
討を深めるとともに、制度設計など具体的な作業を進めなければならない

なお、本有効活用策の検討にあたっては、外部からの専門的知見を聴取するため、
懇談会を要綱により設置した

１ 令和６年度の研究結果について

（１）はじめに
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経営戦略における経営目標は、現預金残高50億円の確保

ガス事業会計は、約118億円（令和6年度末）の現預金を保有

（経営目標とは約68億円乖離）

令和18年度末の現預金残高は約90億円となる見込み

（経営目標とは約40億円乖離）

計画期間中の現預金残高は40～60億円程度目標を上回る見通し

80億円を満期保有債券により運用するとともに、保有する

現預金の一部（80億円）を大口定期預金により運用

 

（２）ガス事業会計の現状と課題
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  【課題1】保有資金のより有効な活用策の検討が必要
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現預金残高の推移
百万円

50億円

118億円

90億円

１ 令和６年度の研究結果について



（２）ガス事業会計の現状と課題

  【課題2】より有効な利益処分の手法の検討が必要
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純利益の推移百万円

令和18年度までは黒字経営を維持できる見込み
令和17年度までは処分可能利益（※）が発生する見込み
（※）処分可能利益=当年度純利益－長期前受金戻入

処分可能利益の全額を建設改良積立金に利益処分している

償却資産のほとんど（約94%）がガス導管であり、その耐震化率は98.7%に達してい
ることなどから、令和7～18年度における投資予定額は平均約13億円/年と上下水道事
業に比べると低額。処分可能利益の全額を建設改良積立金に利益処分している
上記を踏まえ、建設改良積立金以外の利益処分の方法についても検討が必要
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利益処分の状況 単位：百万円

Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2 Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6

当年度純利益 Ａ 1,933 568 502 833 9,541 576 493 622 481 267 237

長期前受金戻入 Ｂ 6 5 14 7 7 10 15 21 27 63 33

処分可能利益 Ｃ＝Ａ-Ｂ 1,927 563 488 826 9,534 566 478 601 454 204 204

　うち建設改良積立金に処分した額 200 563 238 826 1,034 566 478 601 454 204 204

　うち減債積立金に処分した額 1,377

　うち災害対策積立金に処分した額 350

　うち利益積立金に処分した額 250

　うち一般会計への納付金の納付額 8,500

※Ｈ26のみ会計基準見直しに伴い発生した利益剰余金2百万円を含む

１ 令和６年度の研究結果について



【課題１】保有資金のより有効な活用策の検討が必要

   案1 水道事業会計への長期貸付け

案2 公営企業会計資金運用基金の設立と同基金の運用益の最適な配分

案3 有償減資による一般会計への納付

（３）課題に対する対策案
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【課題２】より有効な利益処分の手法の検討が必要

案4 利益処分による一般会計への納付

案5 積立金を経由した一般会計への納付

  それぞれの課題への対策案について調査研究を行った

１ 令和６年度の研究結果について



（４）研究結果
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課

題
案 有効活用策 【視点1】

お客様のメリット（公共

の福祉の増進度）
【視点2】

ガス事業会計にとっての

メリット
【視点3】

水道又は下水道事業会計

にとってのメリット
【視点4】 業務負担の増加 【視点5】

実現可能性(課題の量・

質)
総合評価

1

水道事業会計

への長期貸付

け
〇

水道事業の経営が改善す

ることで、料金改定率の

低減や改定時期の延伸に

より一定還元される

〇
金額的には大きくはない

ものの貸付による受取利

息（資金運用益）が発生

する

〇
金額的には大きくはない

ものの水道事業会計の支

払利息が低減する
△

・（仮称）他会計への長

期貸付要綱の策定

・毎年の業務マニュアル

の策定

◎ 類似事例が存在するた

め、実現可能性は高い 〇

2

（仮称）公営

企業会計資金

運用基金の設

立と同基金の

運用益の最適

な配分

〇

経営状況が厳しい会計

（今は水道事業会計）の

経営を改善することで、

料金改定率の低減や改定

時期の延伸により一定還

元される

〇
（ガス事業会計の経営状

況が厳しくなった場合）

積立割合に拠らない任意

の配分をガス事業会計に

配分することが可能

◎
運用益の最適な配分によ

り水道又は下水道事業会

計の経営改善が期待でき

る

△

・基金設置条例の制定

・運用益の最適な配分に

関するルールの策定

・毎年の業務マニュアル

の策定

・（毎年）監査の受検

△
類似事例は乏しいため、

特に対外的な説明を行う

際に丁寧な説明が必要
〇

3

有償減資によ

る一般会計へ

の納付
〇 市の施策の実施を通じて

一定還元される 〇
仮にCNに資する事業に使

途を限定した場合、ガス

事業会計のCN施策として

整理することができる

△ 特になし △
・減資する金額の算定

・減資・一般会計への納

付に関する議案の提出

・一般会計との協議

△
・減資する金額の算定が

困難

・類似事例も乏しく、対

外的な説明が極めて困難

△

4

利益処分によ

る一般会計へ

の納付
〇

金額的には大きくはない

ものの、市の施策の実施

を通じて一定還元される
〇

仮にCNに資する事業に使

途を限定した場合、ガス

事業会計のCN施策として

整理することができる

△ 特になし 〇
・一般会計への納付に関

する議案の提出

・一般会計との協議
◎ 本市にも実績があること

から実現可能性は高い 〇

5

積立金を経由

した一般会計

への納付
〇

金額的には大きくはない

ものの、市の施策の実施

を通じて一定還元される
〇

仮にCNに資する事業に使

途を限定した場合、ガス

事業会計のCN施策として

整理することができる

△ 特になし △

・会計規程の一部改正

（勘定科目表の変更）

・利益処分（積立金の積

立）に関する議案の提出

・一般会計への納付に関

する議案の提出

・一般会計との協議

・毎年の業務マニュアル

の策定

◎ 類似事例が存在するた

め、実現可能性は高い △

1

2

課題に対する対策案について調査研究した結果、以下のような評価となった

１ 令和６年度の研究結果について



研究結果を踏まえ、ガス事業会計の保有資金の有効活用策として

案2 公営企業会計資金運用基金の設立と同基金の運用益の最適な配分を実施する

（４）研究結果
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■課題1「保有資金のより有効な活用策の検討が必要」に対する対策案としては、「【案2】（仮称）公営企業会

計資金運用基金の設立と同基金の運用益の最適な配分」が、3つの選択肢の中でも特に経営状況が厳しい会計を大

きく補完することが可能であり、その結果、料金改定の時期の延伸や料金改定率の低減が期待できるため、公共の

福祉の増進に最も寄与するものと考えた

■課題2「より有効な利益処分の手法の検討が必要」に対する対策案としては、いずれの案も実現可能性は高いも

のの、今後、ガス事業会計の経営状況がより厳しくなる見通しであることや、繰出可能額が少額となることから、

持続可能な施策ではないと考えた

従って、生じた利益については、今後も建設改良積立金に処分することを基本としつつ、利益の額が想定以上と

なった場合においては、一般会計に繰り出しすることも検討すべきと考える

関係法令 地方自治法 第241条

第二百四十一条 普通地方公共団体は、条例の定めるところにより、特定の目的のために財産を維持し、資金を積み立て、又
は定額の資金を運用するための基金を設けることができる。

２ 基金は、これを前項の条例で定める特定の目的に応じ、及び確実かつ効率的に運用しなければならない。（中略）

５ 第一項の規定により特定の目的のために定額の資金を運用するための基金を設けた場合においては、普通地方公共団体の
長は、毎会計年度、その運用の状況を示す書類を作成し、これを監査委員の審査に付し、その意見を付けて、第二百三十三条
第五項の書類と併せて議会に提出しなければならない。

- 考え方 -

-（参考）-

１ 令和６年度の研究結果について
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２ 基金による運用手法

公営企業会計（3会計）の資金を一括運用するための基金を条例により設置する。当該基金
で資金運用を行い得られた運用益は、一定のルールに基づき、基金への積立割合に応じた配
分に限らず、各会計の経営状況に応じた運用益の配分を実現する

（１）概要

 運用益の配分を通じて相互に助け合うことで公共の福祉の増進を図る

水道事業

ガス事業下水道事業
保有資金の有効活用

基金

運用益

積立

運用益

積立

積立運用益

一括運用による
資金運用

新たな収益の確保

新たな収益の確保

・今後、浄水場など老朽施設の更新に多額の
経費が必要

・経営状況は厳しく、令和15年度以降は
純利益の確保が困難

・終末処理場の改築更新事業は計画期間
終了後も継続し、多額の建設費用を見   
込む

・純利益は確保できるものの、今後の経
営環境の注視が必要

- 経営計画期間(R7-18)の見通し -

- 経営計画期間(R7-18)の見通し -
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上記の通り、各事業について、経営目標の現預金残高を確保できる範囲で、積立額を検討した結果、

水道事業5億円、下水道事業15億円、ガス事業40億円を基金に積み立てることが可能であると認識した

（２）基金運用額
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基金積立額 １５億円

経営目標 ４０億円

単位：百万円
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経営目標 ５０億円

基金積立額 ４０億円

単位：百万円

基金運用額については、安全性や流動性を確保しつつ、
各事業の現預金残高に応じて柔軟に変更し、効率性（収益
性）の最大化を目指していく

検討結果・・・ 60億円 を基金運用する

単位：百万円

経営目標 ４０億円

経営目標
６０億円

水道事業の経営目標について
計画前半は40億円、後半は施設
更新に多額の経費を要すること
から60億円に設定している

２ 基金による運用手法



資金運用は「安全性」及び「流動性」を確保した上で、最も効率的な手法を用いて行う
運用方法を目的別に以下の２パターンに分類して検討する

安全性 流動性 効率性

売買目的

・金融市場の状況は長期的に成長しているた

め、長期間の保有により利益を計上できる可

能性が高い

・時価変動による大きな売却益を狙える

・資金需要が生じた場合に保有している有価

証券等を売却することで、一時的に資金調達

が可能

・期末評価損益が発生し、損失を計上した場

合、市議会やお客様への説明責任も生じるこ

ととなる

・時価変動の見極めには知識が必要であり、

損失を計上するリスクがある

・株式

・債券

・不動産

・商品(金など)

・投資信託

　　　　など

満期保有目的

・確実に収益を計上できる

・特別な知識が必要ない

・期末評価損益の計上が不要

・売却目的ほど大きな収益は狙えない

・原則、中途売却・解約ができない※

・債券

・定期預金

判定運用手法 メリット デメリット 金融商品
評価

11

２ 基金による運用手法

（３）運用方法

検討結果・・・ 満期保有目的 での運用を行う

※満期保有有価証券については満期まで持ち切りが原則であるが、災害等の不測の事態による中途売却が可能である（金融商品会
計に関する実務指針83項）

満期保有目的での運用は「債券」と「定期預金」が想定される
両者を比較して検討する場合、「安全性」及び「流動性」は同様であることから「効率性」により判断する

検討結果・・・ 「債券」による運用を採用する
なお、債券は本市の資金管理実務要領に記載している安全性の高い、国債・地方債等を購入する

令和６年度運用実績 [債券] ：1.804％ (20年満期償還債)
[定期預金]：0.777% 
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（4）採用するポートフォリオ型

●ダンベル型とは、

短期債と長期債のみを組み入れた債権ポートフォリオのことで、金利予測に応じて保有割合を変更することで高収益が狙
える一方、満期構成を調整するためのきめ細かな管理や金利を予想する必要があり、専門性を要する

●ブレット型とは、

中期債のみを集中的に組み入れた債権ポートフォリオのことで、管理の手間が少なく特定の時期に満期を合わせたい場合
に便利である一方、短期債の償還が発生しないため流動性が悪く、金利変動局面では他の型に比べて不利になりやすい

●ラダー型とは、

短期債から長期債まで残存期間の異なる債権を同額ずつ組み入れた債権ポートフォリオのことで、金利変動リスクを平均
化し、機械的に売買できたり、一定の流動性があるという特徴があり、収益性もある程度確保することが可能

【ガス事業で運用中のポートフォリオ】

基金にて満期保有債券を運用するにあたり、どのようなポートフォリオとするか

２ 基金による運用手法



資金管理ＰＪＴ検討結果・・・ラダー型 を採用する

ラダー型のメリット

・金利変動リスクの分散になる

・機械的に購入できる

・一定の流動性がある

13

本市ガス事業のほか、他の自治体の債券運用
においても主流のポートフォリオ
多数の実例あり

川崎市 最大30年までのラダー構築
尼崎市 主要３基金を20年ラダーで運用
熊本県 最大20年までのラダー構築

ほか

（4）採用するポートフォリオ型

２ 基金による運用手法



検討した案の概要は下記のとおり

案１ 10年ラダーを10年間で構築

・10年債を毎年6億円、10年間購入する

案２ 10年ラダーを5年間で構築

・ 10年債を毎年6億円、5年債を毎年6億円、5年間購入する

案３ 10年ラダーを1年間で構築

・10年定時償還債を60億円購入後、毎年6億円の償還にあわせ入れ替え

案４ 20年ラダーを20年間で構築

・20年債を毎年3億円、20年間購入する

案５ 20年ラダーを10年間で構築

・20年債を毎年3億円、10年債を毎年3億円、10年間購入する

案６ 20年ラダーを1年間で構築

・20年定時償還債を60億円購入後、毎年3億円の償還にあわせ入れ替え

14

（５）ラダー構築する年限と具体的な構築手法

金利
上昇

金利
横ばい

金利
下降

×

各案について金利情勢の３パターンを想定し、R8～R28年までのシミュレーションを実施し、
金利変動リスクへの耐性、効率性、流動性、実現性を総合的に判断

※金利については、Ｒ７年度を起点とし、上昇は20年間で1.5倍、下降は0.67倍で算定

２ 基金による運用手法
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（５）ラダー構築する年限と具体的な構築手法

0
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160
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年間利息収入の想定（金利上昇局面の場合）
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110
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年間利息収入の想定（金利下降局面の場合）

0
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40

50
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90

100

110
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130

Ｒ8 Ｒ10 Ｒ12 Ｒ14 Ｒ16 Ｒ18 Ｒ20 Ｒ22 Ｒ24 Ｒ26 Ｒ28

年間利息収入の想定（金利横ばいの場合）

案1

10年・10年構築

案2

10年・5年構築

案3

10年・1年構築

案4

20年・20年構築

案5

20年・10年構築

案6

20年・1年構築

単位：百万円

２ 基金による運用手法



1,660 1,709 
1,766 

1,862 

2,071 

2,349 

1,962 2,010 2,053 
2,122 

2,338 

2,557 

1,423 
1,472 

1,538 
1,648 

1,851 

2,184 

0

500

1,000
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2,500

3,000

案1 10年・10年構築 案2 10年・5年構築 案3 10年・1年構築 案4 20年・20年構築 案5 20年・10年構築 案6 20年・1年構築

Ｒ８～２８累計利息収入の見込み対比

横ばい 上昇 下降

（５）ラダー構築する年限と具体的な構築手法

16

金利情勢の３つの局面（横ばい・上昇・下落）においても、案６が最も効率的な
運用が可能であることを確認

単位：百万円

３ 基金による運用手法



検討結果・・・案６ を採用する

毎年
流動性

効率性（金利横ばい想定） 実現可能性
PJT
判定完成時の

年間利息
～R28累計
獲得利息

評価

案1 10年ラダー
10年間構築

６億
1.468％

88百万円/年
1,660
百万円

○ R8支出予算6億
○ 10年債入手容易
× 完成まで10年かかる

案2 10年ラダー
5年間構築

６億
1.468％

88百万円/年
1,709
百万円

○ R8支出予算12億
○ 10、5年債入手容易
△ 完成まで5年かかる

案3 10年ラダー
1年（定時償還）で構築

６億
1.468％

88百万円/年
1,766
百万円

△ R8支出予算60億
× 10年定時償還債入手困難
○ すぐ完成する

案4 20年ラダー
20年間構築

３億
2.062％

124百万円/年
1,862
百万円

○ R8支出予算3億
○ 20年債入手容易
× 完成まで20年かかる

案5 20年ラダー
10年間構築

３億
2.062％

124百万円/年
2,071
百万円

○ R8支出予算6億
○ 20、10年債入手容易
× 完成まで10年かかる

案6 20年ラダー
1年（定時償還）で構築

３億
2.062％

124百万円/年
2,349
百万円

△ R8支出予算60億
○ 20年定時償還債入手容易
○ すぐ完成する

（５）ラダー構築する年限と具体的な構築手法

17

２ 基金による運用手法
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・ラダー構築（案６）のイメージ図

（５）ラダー構築する年限と具体的な構築手法
ラダー

完成→

入替

完了→

← 長期収支期間 →

単位（億円） Ｒ8 Ｒ9 Ｒ10 Ｒ11 Ｒ12 Ｒ13 Ｒ14 Ｒ15 Ｒ16 Ｒ17 Ｒ18 Ｒ19 Ｒ20 Ｒ21 Ｒ22 Ｒ23 Ｒ24 Ｒ25 Ｒ26 Ｒ27 Ｒ28 Ｒ29 Ｒ30

定時償還債 購入60 償還3 償還3 償還3 償還3 償還3 償還3 償還3 償還3 償還3 償還3 償還3 償還3 償還3 償還3 償還3 償還3 償還3 償還3 償還3 償還3

満期償還債 購入3 償還3

購入3 償還3

購入3

購入3

購入3

購入3

購入3

購入3

購入3

購入3

購入3

購入3

購入3

購入3

購入3

購入3

購入3

購入3

購入3

購入3

購入3

購入3

構

築

期

Ｒ９年度以降は償還された３億円で新たな債権を購入する。

定時償還債⇒満期償還債に入れ替えていく。

定時償還債は毎年２回（上期・下期）に利息とともに元金が償還される
完

成

期

Ｒ２８年度に定時償還債⇒満期償

還債の入替が完成。

Ｒ２９年以降は通常債の償還が開

始するので、新たに満期償還債を

購入しラダーを維持する。

２ 基金による運用手法



（６）運用益の配分方法

経営状況に応じた運用益の配分を実現するため、経営指標を用いて配分ルールを策定する

採用する経営指標についての検討結果は下記の通り

検討結果・・・ 料金回収率 を採用する

19

指標 概要 計算式 評価
ＰＪＴ
判 定

経常収支比率

料金収入・一般会計繰入金等の
収益で経常的な経費がどれだけ
賄われているかを表す 経常収益額÷経常

費用額×100

料金収入以外の要素も含んでおり、事業に
よって性格が異なる
良好な数値であっても本業の赤字を営業外収
入で賄っている場合も考えられるため、「経
営状況に応じた最適な配分」という今回の趣
旨に合致せず、採用する指標としては適切で
はない

料金（経費）回収率
料金で回収すべき経費について、
どの程度料金で賄われているか
を表す

料金単価 ÷1 ㎥当
たりの原価×100

本業の経営状況が明らかになることから、今
回の趣旨に合致するため採用する指標として
適切である

企業債残高対料金(使用
料)収入比率

料金収入に対する企業債残高の
割合であり、企業債残高の規模
を表す

企業債現在高÷料
金収入×100

事業規模・形態により適切な値が異なること
から採用する指標としては適切ではない

自己資本比率
総資本のうち、自己資本の占め
る割合を表す

資本金+剰余金+
繰延収益÷負債資
本合計×100

事業規模・形態により適切な値が異なること
から採用する指標としては適切ではない

流動比率
短期債務に対する支払い能力を
表す 流動資産÷流動負

債×100

短期債務への支払い能力は年度ごとに大きく
変動する可能性があることから採用する指標
としては適切でない

1. 採用する経営指標

総務省が要請・公表する「経営比較分析表」の指標の
中から、抽出・評価し、採用する指標を選定

２ 基金による運用手法
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（６）運用益の配分方法

採用する時点 メリット デメリット 総合評価
ＰＪＴ
判 定

前年度決算
・前年度決算値で算定した指
標を用いるため事務が容易

・当年度の経営状況が反映
できない
・料金改定を行った事業が
ある場合は別途ルールを設
ける必要がある

・事務的な負担が少ない
・経営状況は特殊事情がない限り１
年で大きく変動するものではなく、
前年度の数値でも適切に評価できる

2月補正予算

・決算までに配分割合を決定す
ることが可能
・当年度の経営状況(決算見込
み)に応じた配分が可能

・予算編成時の指標を算定
する必要はある
・予算と決算で乖離が生じ
る

・予算の性質上、決算と大きく乖離
する可能性がある。
・予算と決算の差異を次年度決算で
調整する場合、事務が煩雑となる。

当年度決算
・当年度の経営状況(決算値)に
応じた配分が可能

・運用益の配分を行う前
の数値で各指標を求めた
後、運用益を配分するた
め、事務が煩雑になる
・決算値で算定した指標
と、配分の算定に用いた
指標が一致しない

・事務が煩雑となるため、実現可能
性が低い。
・決算値で算定した指標を用いない
ため、外部への説明が難しい（誤解
を招く恐れがある）

検討結果・・・ 前年度決算値を採用する

２. 指標の採用時点

運用益の配分については、期末(決算整理時)に実施するが、算定に用いる指標はいつの時
点の数値を採用すべきか検討する。

２ 基金による運用手法



R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18
水道 100.3% 102.0% 95.5% 95.2% 95.8% 97.5% 97.1% 95.0% 94.4% 94.3% 84.2% 82.3% 85.3% 80.3%

下水道 136.0% 138.0% 125.7% 121.8% 117.9% 115.6% 113.5% 112.6% 112.4% 111.1% 112.2% 112.6% 112.6% 112.1%

ガス 109.0% 107.9% 102.3% 103.4% 104.0% 101.8% 104.1% 102.6% 103.2% 102.3% 102.9% 101.5% 101.0% 100.3%

R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18

水道 56.3% 59.1% 61.4% 56.7% 63.6% 63.8% 66.2% 65.6% 75.1% 73.2% 70.2%

下水道 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

ガス 43.7% 40.9% 38.6% 43.3% 36.4% 36.2% 33.8% 34.4% 24.9% 26.8% 29.8% 21

（６）運用益の配分方法

三事業の内、最も高い料金回収率を基準値とし、事業ごとに求めた基準値からの乖離
率の比で配分する

３. 具体的な配分ルール
➀配分ルール

30.2% 125.7% 23.4%

102.3%

95.5%

水　道 下水道 ガ　ス

②Ｒ8年度の配分割合を試算（採用する指標の数値はＲ７年度）

125.7%※基準値

※料金回収率が最も高い下水道事業を基準とする

料金回収率

水道    下水道  ガス
30.2 ：  0.0 ： 23.4

【参考】％に換算

水道  ・  下水道 ・  ガス
56.3％   0.0％  43.7％

料金回収率の見通し

●運用益の配分割合

運用益の配分割合の見通し

２ 基金による運用手法



原則は、積立割合に応じて配分を行うこととし、上記の条件を満たした場合に限り、
配分ルールを適用する

22

（６）運用益の配分方法

料金回収率が100％を下回る事業があること
なお、３事業すべてが100％を下回る場合はルールを適用しない

３. 具体的な配分ルール
③適用条件

100％を下回る場合、費用に対して料金収入が適正でない状況にある

④適用範囲

債券運用による運用益の全てを配分ルールで配分した場合、積立割合が考慮されないため、
適用範囲については限定する

「基金による運用益」が「通常の運用益※」を上回る部分に
配分ルールを適用する

※通常の運用益：大口定期預金による運用益

債券運用による運用益

通常の運用益を

上回る額

通常の運用益

配分ルールに基づき配分(参考：Ｒ8年度配分割合 )
水道  ・  下水道 ・  ガス
56.3％   0.0％  43.7％

水道  ・  下水道 ・  ガス
5億円 15億円   40億円積立割合に基づき配分 (  )

水道  ・  下水道 ・  ガス
８.3％ 25.0％  66.7％

通常の運用益を積み立て割合に応じて確保した上で、経営状況に応じた運用益の配分が可能

２ 基金による運用手法
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（７）この取組による効果
策定した配分ルールに基づき水道事業から5億円、下水道事業から15億円、ガス事業から40億円

の合計60億円を基金に積み立て、20年債によりラダー運用することで得られる効果は次の通り。
※利率は、全期間「横ばい」とし、「債券(満期償還債)」2.062%、「債券(定時償還債)」1.668%、「大口定期預金」0.777%で算定

なお、Ｒ8年度に定時償還債を60億円購入し、利息はR9年度から入金されるものと想定

水道事業において、計画期間である令和18年度までの合計約4.3億円の収益を計上

[C]参考2.基金を設置せず、各事業で通常の運用(大口定期預金による運用)を行った場合

この取組により、ガス事業の課題であった「保有資金の有効的な活用」を実現することが可能

[B]参考1.配分ルールを適用せず、積立割合に基づき運用益を配分した場合

[A]配分ルールを適用

単位：百万円

R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18 Ｒ9～Ｒ18合計 A－B

水道 8 9 9 9 9 9 9 9 9 9 89 +344

下水道 25 26 26 26 26 27 27 27 28 28 266 ▲146

ガス 68 68 69 70 71 71 72 73 74 75 711 ▲198

合計 101 103 104 105 106 107 108 109 111 112 1,066 0

単位：百万円

R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18 Ｒ9～Ｒ18合計

水道 36 38 36 41 42 44 44 51 51 50 433

下水道 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 120

ガス 53 53 56 52 52 51 52 46 48 50 513

合計 101 103 104 105 106 107 108 109 111 112 1,066

単位：百万円

R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18 Ｒ9～Ｒ18合計 A－C

水道 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 40 +393

下水道 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 120 ±0

ガス 31 31 31 31 31 31 31 31 31 31 310 +203

合計 47 47 47 47 47 47 47 47 47 47 470 596

２ 基金による運用手法



24

●基金運用前

●基金運用後

ガス事業の長期収支見通し

（８）基金による運用開始後の長期収支見通し

単位：百万円

単位：百万円ガス事業　長期収支見通し(令和7～１8年度)

年　度 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18
区　分　　　　　 (予算)

3,869 3,891 3,895 3,909 3,907 3,916 3,922 3,924 3,921 3,926 3,931 3,921

3,799 3,788 3,772 3,853 3,781 3,836 3,825 3,853 3,833 3,880 3,899 3,913

70 103 123 56 126 80 97 71 88 46 32 8
11,127 10,882 10,955 10,950 10,809 10,570 10,361 10,077 9,794 9,566 9,309 9,030

424 411 422 411 425 411 511 411 411 411 411 411
2,353 1,935 1,675 1,716 1,684 1,646 1,758 1,661 1,683 1,608 1,658 1,634
1,929 1,524 1,253 1,305 1,259 1,235 1,247 1,250 1,272 1,197 1,247 1,223

補てん財源不足額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

現 金 ・ 預 金
資 本 的 収 入
資 本 的 支 出

資本的収支不足額

純 利 益

中長期経営計画（前期） 中長期経営計画（中期） 中長期経営計画（後期）

収 益 的 収 入

収 益 的 支 出

ガス事業　長期収支見通し(令和7～１8年度)

年　度 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18
区　分　　　　　 (予算)

3,869 3,891 3,918 3,931 3,932 3,937 3,944 3,945 3,942 3,942 3,948 3,941
3,799 3,788 3,772 3,853 3,781 3,836 3,825 3,853 3,833 3,880 3,899 3,913

70 103 146 78 151 101 119 92 109 62 49 28
11,127 6,882 6,978 6,972 6,834 6,591 6,383 6,098 5,815 5,582 5,326 5,050

424 411 422 411 425 411 511 411 411 411 411 411
2,353 5,935 1,675 1,716 1,684 1,646 1,758 1,661 1,683 1,608 1,658 1,634
1,929 5,524 1,253 1,305 1,259 1,235 1,247 1,250 1,272 1,197 1,247 1,223

補てん財源不足額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

資 本 的 支 出

資本的収支不足額

中長期経営計画（後期）

収 益 的 収 入
収 益 的 支 出
純 利 益
現 金 ・ 預 金
資 本 的 収 入

中長期経営計画（中期）中長期経営計画（前期）

この取組によるガス事業への利益増加分について、 「利益処分による一般会計への納付」

を行うことで、もう一つの課題であった「有効な利益処分」の実現が可能

２ 基金による運用手法
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・外部への丁寧な説明が必要

・受け手となる一般会計においては、歳
入歳出予算（補正予算）への計上が必要

●基金運用前

●基金運用後

利益処分による一般会計への納付の検討

（８）基金による運用開始後の長期収支見通し

課題2「より有効な利益処分の手法の検討が必要」への対応策「利益処分による一般会計への納付」を実施するにあたって
以下の課題と対策案について今後検討する

Ｒ9～Ｒ18
納付可能額の合計

約4.3億円

Ｒ9～Ｒ18
納付可能額の合計

約6.0億円

納付可能額が少額であり、
Ｒ18には0となることから
持続可能な施策ではないと
考えられる

基金運用開始による運用益を
計上したことでＲ18まで納
付可能であることを確認

・単に一般会計に繰り出しするのではなく、一般会計と覚書を交換す
るなど、当該納付金について、明確な使途（例.カーボンニュートラ
ルに資する施策に使用する）を特定した上で繰り出しする

・一般会計と協議し、どのタイミングで予算計上するかを調整する

[課題] [対策案]

２ 基金による運用手法

各年度の納付可能額(赤枠内) ➡運用益の計上開始 単位：百万円

Ｒ6 Ｒ7 Ｒ8 Ｒ9 Ｒ10 Ｒ11 Ｒ12 Ｒ13 Ｒ14 Ｒ15 Ｒ16 Ｒ17 Ｒ18

当年度純利益 237 70 103 123 56 126 80 97 71 88 46 32 8

長期前受金戻入 33 36 34 30 29 29 30 29 29 26 23 21 20

処分可能利益   A 204 34 69 93 27 97 50 68 42 62 23 11 0

建設改良積立金への積立額 B=A/10 20 3 7 9 3 10 5 7 4 6 2 1 0

一般会計への納付可能額 C=A-B 184 31 62 84 24 87 45 61 38 56 21 10 0

各年度の納付可能額(赤枠内) ➡運用益の計上開始 単位：百万円

Ｒ6 Ｒ7 Ｒ8 Ｒ9 Ｒ10 Ｒ11 Ｒ12 Ｒ13 Ｒ14 Ｒ15 Ｒ16 Ｒ17 Ｒ18

当年度純利益 237 70 103 146 78 151 101 119 92 109 62 49 28

長期前受金戻入 33 36 34 30 29 29 30 29 29 26 23 21 20

処分可能利益   A 204 34 69 116 49 122 71 90 63 83 39 28 8

建設改良積立金への積立額 B=A/10 20 3 7 12 5 12 7 9 6 8 4 3 1

一般会計への納付可能額 C=A-B 184 31 62 104 44 110 64 81 57 75 35 25 7
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（８）基金による運用開始後の長期収支見通し

２ 基金による運用手法

<関係法令>

地方公営企業法 第18条第2項、第32条第2項

大津市水道事業、下水道事業及びガス事業の設置等に関する条例

第4条の5第3項

利益処分による一般会計への納付の検討

第４条の５

３ 事業年度末日において企業債を有しない水道事業等及び前項の規定により

企業債の額に達するまで減債積立金を積み立てた水道事業等は、自己資本金組

入残額の１０分の１を下らない金額（当該事業年度において減債積立金の積立

額が企業債の額に達した水道事業等にあっては、自己資本金組入残額の１０分

の１から減債積立金として当該事業年度において積み立てた額を控除して得た

額を下らない額）を建設改良積立金（建設改良工事に充てる目的のため積み立

てるものをいう。以下同じ。）として積み立てなければならない。

●一般会計への納付のイメージ



●基金運用後
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（８）基金による運用開始後の長期収支見通し

●基金運用前

<参考> 水道事業の長期収支見通し

単位：百万円

単位：百万円

水道事業　長期収支見通し(令和7～１8年度)

年　度 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18
区　分　　　　　 (予算)

7,041 6,966 6,965 6,952 6,936 6,949 6,962 6,909 6,827 6,637 6,555 6,476

7,000 6,910 6,871 6,752 6,762 6,896 6,958 6,902 7,566 7,533 7,207 7,545

41 56 94 200 174 53 4 7 -739 -896 -652 -1,069
5,219 5,158 5,333 5,454 6,932 7,654 8,165 8,575 8,101 7,480 8,084 7,017
2,559 1,668 1,777 2,300 5,763 5,902 5,357 6,079 4,541 4,026 6,898 4,126
5,867 4,563 4,905 5,559 8,457 8,684 8,181 9,353 7,626 7,168 10,037 7,895
3,308 2,895 3,128 3,259 2,694 2,782 2,824 3,274 3,085 3,142 3,139 3,769

補てん財源不足額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

純 利 益

現 金 ・ 預 金
資 本 的 収 入
資 本 的 支 出

資本的収支不足額

中長期経営計画（前期） 中長期経営計画（中期） 中長期経営計画（後期）

収 益 的 収 入

収 益 的 支 出

水道事業　長期収支見通し(令和7～１8年度)

年　度 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18
区　分　　　　　 (予算)

7,041 6,966 6,998 6,987 6,969 6,986 7,000 6,949 6,868 6,685 6,602 6,522
7,000 6,910 6,871 6,752 6,762 6,896 6,958 6,902 7,566 7,533 7,207 7,545

41 56 127 235 207 90 42 47 -698 -848 -605 -1,023
5,219 4,658 4,866 4,989 6,465 7,191 7,703 8,115 7,642 7,028 7,631 6,563
2,559 1,668 1,777 2,300 5,763 5,902 5,357 6,079 4,541 4,026 6,898 4,126
5,867 5,063 4,905 5,559 8,457 8,684 8,181 9,353 7,626 7,168 10,037 7,895
3,308 3,395 3,128 3,259 2,694 2,782 2,824 3,274 3,085 3,142 3,139 3,769

補てん財源不足額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

中長期経営計画（前期） 中長期経営計画（中期） 中長期経営計画（後期）

収 益 的 収 入
収 益 的 支 出

資本的収支不足額

純 利 益
現 金 ・ 預 金
資 本 的 収 入
資 本 的 支 出

２ 基金による運用手法
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●基金運用前

●基金運用後

<参考>下水道事業の長期収支見通し

（８）基金による運用開始後の長期収支見通し

単位：百万円

単位：百万円

下水道事業　長期収支見通し(令和7～１8年度)

年　度 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18
区　分　　　　　 (予算)

10,447 10,419 10,512 10,530 10,407 10,418 10,397 10,382 10,325 10,298 10,311 10,119

9,038 9,223 9,472 9,624 9,622 9,677 9,648 9,698 9,600 9,552 9,572 9,405

1,409 1,196 1,040 906 785 741 749 684 725 746 739 714
8,032 6,734 5,753 5,746 5,452 5,495 5,806 5,903 6,248 6,734 7,400 7,720
3,847 3,276 2,558 2,646 2,766 1,241 1,015 1,055 964 852 1,320 1,602
9,271 8,936 6,964 6,993 6,099 4,643 5,174 5,018 4,690 4,446 5,324 5,621
5,424 5,660 4,406 4,347 3,333 3,402 4,159 3,963 3,726 3,594 4,004 4,019

補てん財源不足額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

純 利 益

中長期経営計画（前期） 中長期経営計画（中期） 中長期経営計画（後期）

収 益 的 収 入

収 益 的 支 出

現 金 ・ 預 金
資 本 的 収 入
資 本 的 支 出

資本的収支不足額

下水道事業　長期収支見通し(令和7～１8年度)

年　度 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18
区　分　　　　　 (予算)

10,447 10,419 10,512 10,530 10,407 10,418 10,397 10,382 10,325 10,298 10,311 10,119
9,038 9,223 9,472 9,624 9,622 9,677 9,648 9,698 9,600 9,552 9,572 9,405
1,409 1,196 1,040 906 785 741 749 684 725 746 739 714
8,032 5,234 4,253 4,246 3,952 3,995 4,306 4,403 4,748 5,234 5,900 6,220
3,847 3,276 2,558 2,646 2,766 1,241 1,015 1,055 964 852 1,320 1,602
9,271 10,436 6,964 6,993 6,099 4,643 5,174 5,018 4,690 4,446 5,324 5,621
5,424 7,160 4,406 4,347 3,333 3,402 4,159 3,963 3,726 3,594 4,004 4,019

補てん財源不足額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

中長期経営計画（前期）

資 本 的 支 出

資本的収支不足額

中長期経営計画（後期）

収 益 的 収 入
収 益 的 支 出
純 利 益
現 金 ・ 預 金
資 本 的 収 入

中長期経営計画（中期）

２ 基金による運用手法
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